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   田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、地域の実情に応じた多様な保育需要に対応し、子どもを安心して

育てることができる環境整備を行うため、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第

６５号）第５９条の規定により実施する地域子ども・子育て支援事業及び保育対策総

合支援事業に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付することに関し、

必要な事項を定めるものとする。 

 （補助金の交付対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第１７条第１項の規定によ

り設置された市内の幼保連携型認定こども園及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６

４号）第７条の規定により設置された保育所を運営する事業者とする。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業内容及び要件は、別表のとおりとする。 

 （補助金の算定方法） 

第４条 補助金の算定方法は、別表の第１欄の各事業ごとに、第２欄に定める基準額と

第３欄に定める対象経費の実支出額を比較して少ない方の額と、総事業費から寄附金

その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定した合計額とする。た

だし、各事業ごとに選定した額に１,０００円未満の端数が生じた場合には、これを

切り捨てるものとする。 

２ 前項の本文の規定にかかわらず、保育所等におけるＩＣＴ化推進等事業（以下「Ｉ

ＣＴ化推進事業」という。）の補助金の算定方法は、別表の第２欄に定める基準額と

第３欄に定める対象経費を比較して少ない方の額と、総事業費から寄附金その他の収

入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定した額に補助率を乗じて得た額

とする。ただし、1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。 

（補助金の交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、田原市地域

子ども・子育て支援事業費等補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

 （補助金の交付の決定及び通知） 

第６条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、

必要に応じて調査等を行い、補助金の交付を適当と認めたときは、速やかに交付の決

定を行うものとする。 
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２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定をしたときは、田原市地域子ども・

子育て支援事業費等補助金交付決定通知書(様式第２号)により申請者に通知するも

のとする。 

 （交付の条件） 

第７条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を行う場合は、次に掲げる条件

を付するものとする。 

(1) 交付対象事業に要する経費については、別表の第１欄の各事業を超えて配分の

変更を行うことはできない。 

(2) 事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、市長の承認を受けな

ければならない。 

(3) 事業を中止し、又は廃止する場合には、市長の承認を受けなければならない。 

(4) 事業により取得し、又は効用の増加した価格が、単価５０万円以上の機械及び器

具については、市長が別に定める期間を経過するまで、市長の承認を受けないで、

この補助金等の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又

は廃棄してはならない。 

(5) 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収

入の全部又は一部を市に返納させることがある。 

(6) 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなけ

ればならない。 

(7) 事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地

方消費税仕入控除税額が確定した場合は、速やかに市長に報告しなければならな

い。なお、申請者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）

であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）

で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申

告内容に基づき報告を行うこと。また、市長は報告があった場合には、当該仕入控

除税額の全部又は一部を市に納付させることがある。 

(8) この補助金等と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成す

るとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及び証

拠書類を事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合にはその承認を

受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しなければならない。ただし、事業に

より取得し、又は効用の増加した財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財

産の財産処分が完了する日、又は市長が別に定める期間を経過する日のいずれか

長い日まで保管しておかなければならない。 

 （補助事業の変更等） 
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第８条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、補助事業の内容を変更又は補助事業を中止若しくは廃止をしようとする場合は、

速やかに田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金変更交付申請書(様式第３号)

を市長に提出し、その承認を受けなければならない。  

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があった場合は、補助金の交付の決定を取

消し、又はその決定の内容を変更することができる。 

（変更等の決定の通知） 

第９条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取消し、又はその決定の内容

を変更したときは、田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金変更交付決定通知

書(様式第４号)により補助事業者に通知するものとする。 

 （概算払） 

第１０条 この補助金は、当該補助事業の完了後交付する。ただし、市長が特別の理由

があると認めたときは、田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金概算払請求書

(様式第５号)に基づいて、その全部又は一部を概算払により交付することができる。

ただし、概算払の額に、１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるも

のとする。 

 （実績報告書の提出） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、完了の日から起算して２０日を

超えない日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに田原市地域子ども・子

育て支援事業費補助金等実績報告書(様式第６号)を市長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１２条 市長は、前条の規定による報告書の提出があったときは、その内容を審査し、

その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容に適合すると認めたと

きは、交付すべき補助金の額を確定し、田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助

金確定通知書（様式第７号）により補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１３条 補助事業者は、前条の通知書を受領したときは、速やかに田原市地域子ども・

子育て支援事業費等補助金請求書(様式第８号)を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の請求書の受領後３０日以内に補助金を補助事業者に支払うものとす

る。 

（交付決定の取消し又は補助金の返還） 

第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助

金の交付の全部若しくは一部を取消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部

を返還させることができる。 

 (1) 法令、例規、本要綱及び補助金の交付決定に付した条件に違反したとき。 
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 (2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

 (3) 補助金の運用又は補助事業の執行方法が不適当と認められるとき。 

 (4) 実支出額が補助対象経費に比べて減少したとき。 

(5) 市長の承認を受けないで、補助事業の内容を変更し、又は補助事業を中止し、若

しくは廃止したとき。 

(6) 提出書類に虚偽の事項を記載し、又は補助金の交付に関し不正の行為があった

とき。 

 （遅延利息） 

第１５条 補助事業者は、前条の規定による処分により補助金の返還を命じられ、これ

を納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、

その未納額につき年１４.６％の割合で計算した遅延利息を納付しなければならない。 

２ 市長は、前項の場合においてやむを得ない事情があると認めた場合は、遅延利息の

全部又は一部を免除することができる。 

（必要な指示等） 

第１６条 市長は、補助事業者に対して、補助事業に関して必要な指示をし、報告を求

め、又は検査をすることができる。 

 （その他） 

第１７条 特別の事情により、第４条、第５条、第８条及び第１１条に定める算定方法

及び手続によることができない場合には、あらかじめ市長の承認を受けてその定める

ところによるものとする。 

２ 補助事業者は、補助金の交付申請、変更交付申請及び実績報告の際には、別に定め

るところにより、その他市長が定める様式を提出すること。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第１３条から

第１５条までの規定は、同日後も、なおその効力を有する。 

附 則  

この要綱は、平成３０年３月１３日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年３月１日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和元年７月１日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

附 則 
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 この要綱は、令和２年３月１２日から施行し、改正後の別表の規定は、令和２年１月

１６日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年１０月２６日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年１１月３０日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年１２月２４日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和４年３月３１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年１月３１日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年８月１日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年２月１日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年５月２１日から施行し、同年４月１日から適用する。 

 附 則 

 この要綱は、令和６年１１月２９日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年３月３１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月７日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年９月１８日から施行し、同年４月１日から適用する。 
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附 則 

 この要綱は、令和７年１０月７日から施行し、同年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和８年４月８日から施行し、同年４月１日から適用する。 
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別表（第３条、第４条関係） 

１事業 ２基準額 ３対象経費 ４備考 

延長保育事業（「延

長 保 育 事 業 の 実 施

について」（令和６

年 ４ 月 １ 日 こ 成 保

第２２５号）の別紙

に 定 め る 延 長 保 育

事業の一般型） 

１ 保育短時間認定（アについては在籍

児童１人当たり年額、イについては１

事業当たり年額） 

ア 保育所及び認定こども園（定員２

０人以上） 

延長時間区分  

１時間 ２３,３００円 

２時間 ４６,６００円 

 イ 障害児保育加算（平均対象障害児

数が 1 人以上の施設） 
延長時間区分  

３０分 １５０,０００円 

１時間 ３００,０００円 

２ 保育標準時間認定（１事業当たり年

額 

 ア 保育所及び認定こども園 

延長時間区分  

３０分 ６００,０００円 

１時間 １,９０９,０００円 

イ 障害児保育加算（平均対象障害児    

数が 1 人以上の施設） 
延長時間区分  

３０分 １５０,０００円 

１時間 ３００,０００円 
 

延長保 育事

業の実 施に

必要な経費 

 

一 時 預 か り 事 業

（「一時預かり事業

の 実 施 に つ い て 」

（ 令 和 ６ 年 ３ 月 ３

０ 日 ５ 文 科 初 第 ２

５９２号、こ成保第

１９１号）の別紙に

定 め る 一 時 預 か り

事業の幼稚園型Ⅰ） 

１ 在籍園児分（３に該当する児童を除

く。）（児童１人当たり日額） 

(1) 基本分（平日の教育時間前後及び

長期休業日の利用） 

ア 年間延べ利用児童数２,０００人

超の施設 

(ｱ) 平日 ４８０円 

(ｲ) 長期休業日（８時間未満） ４

８０円 

(ｳ) 長期休業日（８時間以上） ９

６０円 

イ 年間延べ利用児童数２,０００人

以下の施設 

(ｱ) 平日（１,７６０,０００円÷年間

延べ利用児童数）－４４０円 

（１０円未満切り捨て） 

(ｲ) 長期休業日（８時間未満） ４

４０円 

(ｳ) 長期休業日（８時間以上） ８

８０円 

(2) 休日分（土曜日、日曜日、国民の休

一時預 かり

事業の 実施

に必要 な費

用 
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日等の利用） ８８０円 

(3) 長時間加算 

ア (1)ア(ｱ)及び(1)イ(ｱ)において

４時間（教育時間と合算する場合

にあっては、８時間）又は(1)ア

(ｳ)、(1)イ(ｳ)及び(2)において８

時間を超えた利用の場合 

(ｱ) 超えた利用時間が２時間未満 

１５０円 

(ｲ) 超えた利用時間が２時間以上

３時間未満 ３００円 

(ｳ) 超えた利用時間が３時間以

上 ４５０円 

イ (1)ア(ｲ)及び(1)イ(ｲ)において

４時間を超えた利用の場合 

(ｱ) 超えた利用時間が２時間未満 

１００円 

(ｲ) 超えた利用時間が２時間以上

３時間未満 ２００円 

(ｳ) 超えた利用時間が３時間以上 

３００円 

(4) 保育体制充実加算 

ア ウの①又は②の要件を満たした

上で、ウの③及び④の要件を満たす

施設 １か所当たり年額 ２,８９

２,４００円 

イ ウの①又は②の要件を満たした

上で、ウの③及び⑤の要件を満たす

施設 １か所当たり年額 １,４４

６,２００円 

ウ 加算要件 

①平日及び長期休業中の双方にお

いて、原則１１時間以上（平日に

ついては教育時間を含む。）の預

かりを実施していること。 

②平日及び長期休業中の双方にお

いて、原則９時間以上（平日につ

いては教育時間を含む。）の預か

りを実施するとともに、休日に

おいて４０日以上の預かりを実

施していること。 

③年間延べ利用児童数が２,０００

人超の施設であること。 

④児童福祉法施行規則（昭和２３

年厚生省令第１１号）附則第５

６条第１項において読み替える

第３６条の３５第１項第２号ロ

及びハに基づき配置する者（以

下「教育・保育従事者」）を全て
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保育士又は幼稚園教諭普通免許

状保有者とすること。また、当該

教育・保育従事者の数は２名を

下ることがないこと。 

⑤教育・保育従事者の概ね２分

の１以上を保育士又は幼稚園

教諭普通免許状保有者とする

こと。また、当該教育・保育従

事者の数は２名を下ることが

ないこと。 

(5) 就労支援型施設加算（事務経費） 

１か所当たり年額 １,３８３,２００

円 

※１ ※２③の配置月数（１月に満

たない端数を生じたときは、これ

を１月とする。）が６月に満たな

い場合には、１か所当たり年額を

６９１,６００円とする。 

※２ 次の要件を満たす施設に適用

する。 

①平日及び長期休業中の双方にお

いて８時間以上（平日について

は教育時間を含む。）の預かり

を実施していること。 

②次のいずれかの要件を満たして

いること。 

a 田原市特定教育・保育施設及

び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例（平

成２６年田原市条例第１９号）

第４２条に規定する連携施設

となっていること。 

b ３以上の市町村から園児を受

け入れていること。 

c 一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ）

を実施していること。 

③本事業の事務を担当する職員を

追加で配置すること。 

２ 在籍園児以外の児童分（３に該当す

る児童を除く。）（児童１人当たり日額） 

(1) 基本分 ８８０円 

(2) 長時間加算（８時間を超えた利用） 

ア  超えた利用時間が２時間未満 

１５０ 円 

イ 超えた利用時間が２時間以上３

時間未満 ３００円 

ウ  超えた利用時間が３時間以上 

４５０円 
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３ 特別な支援を要する児童分（児童１

人当たり日額）  

 ア 平日分 ４,０００円 

 イ 長期休業日 ８,０００円 

ウ 休日分（土曜日、日曜日、国民の

休日等の利用） ８,０００円 

 

※次のいずれかの要件を満たすと市長

が認める児童に適用する。 

①教育時間内において特別な支援を

要する者として、既に多様な事業

者の参入促進・能力活用事業（認

定こども園特別支援教育・保育経

費）、都道府県等による補助事業等

の対象となっている児童 

②特別児童扶養手当証書を所持する

児童、身体障害者手帳、療育手帳

又は精神障害者保健福祉手帳を所

持する児童、医師、巡回支援専門

員等障害に関する専門的知見を有

する者による意見等により障害を

有すると認められる児童その他の

健康面及び発達面において特別な

支援を要すると市長が認める児童 

※ 公費支援の総額（１施設当たり年

額）は、１１,２４５,３００円を上限額

とする。ただし、待機児童又は特別な

支援を要する児童の受入れ促進に資

する措置(１(1)ア(ｳ)、１(1)イ(ｳ)、

１(3)、１(4)、１(5)、２(2)及び３に

係る基準額）を適用したことにより

１１,２４５,３００円を超えた場合は、

この限りでない。 

保 育 所 等 に お け る

Ｉ Ｃ Ｔ 化 推 進 等 事

業（「令和７年度（令

和 ６ 年 度 か ら の 繰

越分）保育対策総合

支 援 事 業 費 補 助 金

（ 保 育 所 等 業 務 効

率化推進事業（保育

所 等 に お け る Ｉ Ｃ

Ｔ化推進等事業）等

（ 令 和 ６ 年 度 補 正

予算分）分）の国庫

補助について」（令

和 ７ 年 ９ 月 １ ８ 日

こ成保第５４２号）

保育所等における業務のＩＣＴ化を行う

ためのシステムの導入 

Ａ保育に係る計画・記録に関する機能 

Ｂ園児の登園及び降園の管理に関する

機能 

Ｃ保護者との連絡に関する機能 

Ｄキャッシュレス決済に関する機能 

上記の対象機能のうち、導入する機能

数に応じて補助基準額を以下のとおり

とする。 

＜端末購入等を行わない場合＞ 

 １機能を導入する場合…２００,００

０円 

 ２機能を導入する場合…４００,００

０円 

保育所 等業

務効率 化推

進事業（保育

所等に おけ

るＩＣ Ｔ化

推進等事業）

を実施 する

ために 必要

なシス テム

の導入費用、

リース料、工

事費、 報償

費、旅費、需

用費、 役務

費、委託料、

補助率

は３／

４とす

る 
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別 紙 「 令 和 ７ 年 度

（ 令 和 ６ 年 度 か ら

の繰越分）保育対策

総 合 支 援 事 業 費 補

助金（保育所等業務

効率化推進事業（保

育 所 等 に お け る Ｉ

ＣＴ化推進等事業）

等（令和６年度補正

予算分）分）交付要

綱」による事業） 

 ３機能を導入する場合…６００,００

０円 

 ４機能を導入する場合…８００,００

０円 

＜端末購入を行う場合＞ 

 １機能を導入する場合…７００,００

０円 

 ２機能を導入する場合…９００,００

０円 

 ３機能を導入する場合…１,１００,０

００円 

 ４機能を導入する場合…１,３００,０

００円 

 

使用料 及び

賃借料、備品

購入費 

保 育 補 助 者 雇 上 強

化事業（「保育人材

確 保 事 業 の 実 施 に

ついて」（令和６年

５ 月 ３ ０ 日 こ 成 保

第３１２号）の別添

７に定める「保育補

助 者 雇 上 強 化 事 業

実施要綱」による事

業） 

１  利用定員が１２１人未満の施設の場

合  
・保育補助者の経験年数が３年未満  
１か所当たり年額 １，９５３，０００円  
・保育補助者の経験年数が３年以上７年

未満  
１か所当たり年額 ２，４４１，０００円  
・保育補助者の経験年数が７年以上  
１か所当たり年額 ３，２５５，０００円  
※保育補助者を複数配置している施設に

おいては、補助対象経費に計上する保育

補助者の経験年数の平均で算定する。  
 

※令和６年度時点で当該事業を活用する

施設のうち、単価の引き下げとなる施設

は、下記の額を適用できる。 

１か所当たり年額 ２，４４１，０００円 

 

２ 利用定員が１２１人以上の施設の場

合 

・保育補助者の経験年数が３年未満 

１か所当たり年額 ３，９０６，０００円 

・保育補助者の経験年数が３年以上７年

未満 

１か所当たり年額 ４，８８２，０００円 

・保育補助者の経験年数が７年以上 

１か所当たり年額 ６，５１０，０００円 

※保育補助者を複数配置している施設に

おいては、補助対象経費に計上する保育

補助者の経験年数の平均で算定する。 

※令和６年度時点で当該事業を活用する

施設のうち、単価の引き下げとなる施設

は、下記の額を適用できる。 

１か所当たり年額 ４，８８２，０００円 

保育補 助者

雇上強 化事

業を実 施す

るため に必

要な報酬、給

料、職員手当

等、賃金、共

済費、 需用

費、役務費、

委託料、使用

料及び 賃借

料 

 

 



12 

 

保 育 体 制 強 化 事 業

（「保育人材確保事

業の実施について」

（ 令 和 ６ 年 ５ 月 ３

０ 日 こ 成 保 第 ３ １

２号）の別添６に定

める「保育体制強化

事業実施要綱」によ

る事業） 

１ 保育支援者の配置  
１か所当たり月額 １００,０００

円 

２ 児童の園外活動の見守り等 

①保育支援者が児童の園外活動時の見

守り等にも取り組む場合 

１に下記の額を加算 

１か所当たり月額 ４５,０００円 

②その他の場合 

１か所当たり月額 ４５,０００円 

※①、②は１か所につき一方のみ 

３ スポット支援員の配置 

１か所当たり月額 ４５,０００円  

保育体 制強

化事業 を実

施する ため

に必要 な報

酬、給料、職

員手当等、賃

金、報償費、

旅費、 共済

費、役務費、

委託料、使用

料及び 賃借

料 

 

保 育 環 境 改 善 等 事

業（安全対策事業）

（「認可保育所等設

置 支 援 事 業 の 実 施

について」（平成２

９ 年 ３ 月 ３ １ 日 雇

児 発 ０ ３ ３ １ 第 ３

０号）の別添５に定

める「保育環境改善

等 事 業 実 施 要 綱 」

（以下「環境改善要

綱」という。）による

安全対策事業） 

送迎用バス１台当たり １７５,０００

円 

安全対 策事

業を実 施す

るため に必

要な費用 

 

保 育 環 境 改 善 等 事

業（新型コロナウイ

ル ス 感 染 症 対 策 支

援事業）（環境改善

要 綱 に よ る 新 型 コ

ロ ナ ウ イ ル ス 感 染

症対策支援事業） 

１か所当たり ２００,０００円 新型コ ロナ

ウイル ス感

染症対 策支

援事業 を実

施する ため

に必要 な費

用 

 

保 育 環 境 改 善 等 事

業（感染症対策のた

め の 改 修 整 備 等 事

業）（環境改善要綱

に よ る 感 染 症 対 策

の た め の 改 修 整 備

等事業） 

１か所当たり １,０２９,０００円 感染症 対策

のため の改

修整備 等事

業を実 施す

るため に必

要な費用 

 

保 育 環 境 改 善 等 事

業（保育環境向上等

事業）（環境改善要

綱 に よ る 保 育 環 境

向上等事業） 

１か所当たり １,０２９,０００円 保育環 境向

上等事 業を

実施す るた

めに必 要な

費用 
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地 域 子 育 て 支 援 拠

点事業（「地域子育

て 支 援 拠 点 事 業 の

実施について」（令

和 ６ 年 ３ 月 ３ ０ 日

こ成環第１１３号）

の 別 紙 に 定 め る 地

域 子 育 て 支 援 拠 点

事業） 

運営費（１か所当たり年額）  一般型   

ア 基本分   

(ｱ) ３～４日型   

・職員を合計３名以上配置する場合 

 ６,５６１,０００円  

・職員を合計２名配置する場合  

４,８０５,０００円 

(ｲ) ５日型 

・常勤職員を配置する場合 

９,６３６,０００円 

・非常勤職員のみを配置する場合 

５,９０８,０００円 

(ｳ) ６日型 

・常勤職員を配置する場合 

１０,７３８,０００円  

・非常勤職員のみを配置する場合 

７,４４９,０００円   

(ｴ) ７日型  

・常勤職員を配置する場合 

１１,８５０,０００円 

・非常勤職員のみを配置する場合 

８,５６０,０００円   

※ (ｲ)～(ｴ)について、「平成２４年度

子育て支援交付金の交付対象事業につい

て」 

１（５）③センター型（経過措置（小規

模型指定施設）の場合を除く）として実

施し、引き続き同様の事業形態を維持し

ている場合は、『常勤職員』を配置した

場合」の補助基準額を適用することがで

きるものとする。   

イ 加算分   

(ｱ) 子育て支援活動の展開を図る取組  

３～４日型 １,８０９,０００円  

５日型 ３,７８２,０００円  

６・７日型 ３,３４３,０００円   

(ｲ) 地域支援 １,７１４,０００円   

(ｳ) 特別支援対応加算 １,１８４,０

００円  

(ｴ) 研修代替職員配置加算 １人当た

り年額 ２６,０００円 

(ｵ) 育児参加促進講習休日実施加算 

４４６,０００円  

※事業実施月数（１月に満たない端数を

生じたときは、これを１月とする。）が

１２月に満たない場合には、各基準額

（加算分も含む）ごとに算定された金額

に「事業実施月数÷１２」を乗じた額

（１円未満切り捨て）とする。月によっ

地域子 育て

支援拠 点事

業の実 施に

必要な経費 
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て開所日数等が変動し、基準額が複数と

なる場合は、各基準額に「事業実施月数

÷１２」を乗じること。 

(ｶ) 賃借料加算 ２,８００,０００円 

 



様式第１号(第５条関係) 

 

田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金交付申請書 

 

                                年  月  日 

 

田原市長 殿 

 

                      所在地 

                  申請者 法人名 

                      代表者名             

 

田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金交付要綱第５条の規定により次のとおり申

請します。 

 

 

補 助 年 度 

 

 

   年度 

 

補助金の名称 
田原市地域子ども・子育て支援事

業費等補助金 

 

補 助 事 業 の 目 的 及 び 内 容 

 

 

事 業 期 間 
着手（予定）     年  月  日 

完了（予定）          年  月  日 

 

補 助 金 交 付 申 請 額 

 

添 付 書 類 

１ 申請額内訳書 

２ 事業計画書 

３ 収支予算書 

４ その他市長が必要と認める書類 

  



様式第２号（第６条関係） 
 

田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金交付決定通知書 
  
                                 第     号 
                                 年  月  日 
 
             様 
                               

田原市長         
      

 
 
   年  月  日付けで申請のあった補助金の交付については、次のとおり決定したの

で、田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金交付要綱第６条の規定により通知しま

す。 
 

 

補 助 年 度 

 

 

   年度 

 

補助金の名称 
田原市地域子ども・子育て支援事

業費等補助金 

補 助 事 業 の 目 的 及 び 内 容  

事 業 期 間 
着手（予定）     年  月  日 

完了（予定）          年  月  日 

補 助 事 業 に 要 す る 経 費  

交 付 決 定 額  

交 付 条 件 
田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金交付

要綱による。 

 
 

 

 

 

  



様式第３号（第８条関係） 
 

田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金変更交付申請書 
 

  年  月  日 
 
田原市長 殿  

 
                       所在地 
                 補助事業者 法人名 
                       代表者名             
 
 
 次のとおり変更等をしたいので、田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金交付要綱

第８条の規定により申請します。 
 

 

補 助 年 度 

 

 

   年度 

 

補助金の名称 
田原市地域子ども・子育て支援事

業費等補助金 

変 更 等 の 内 容 
 

変 更 等 の 理 由  

変 更 交 付 申 請 額  

添 付 書 類 

１ 申請額内訳書（変更交付申請用） 
２ 事業計画書 
３ 収支予算書 
４ その他市長が必要と認める書類 

   



様式第４号（第９条関係） 
 

田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金変更交付決定通知書 
 
                                 第     号 
                                 年  月  日 
 
             様 
                               

田原市長         
       

 
 
   年  月  日付けで申請のあった補助金の交付については、次のとおり変更等を決

定したので、田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金交付要綱第９条の規定により

通知します。 
 

 

補 助 年 度 

 

 

   年度 

 

補助金の名称 
田原市地域子ども・子育て支援事

業費等補助金 

変 更 等 の 内 容 
 

変 更 等 の 理 由  

補 助 事 業 に 要 す る 経 費  

変 更 交 付 決 定 額  

交 付 条 件 
田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金交付

要綱による。 

 
  



様式第５号（第１０条関係） 
 

田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金概算払請求書 
 

  年  月  日 
 

田原市長 殿 
 
                        所在地 
                  補助事業者 法人名 
                        代表者名           
 

田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金交付要綱第１０条の規定により次のとお

り補助金の概算払を請求します。 
 

交付決定（変更交付決定）額                       円 

概 算 払 請 求 額                       円 

添 付 書 類 

１ 申請額内訳書 
２ 事業計画書 
３ 収支予算書 
４ その他市長が必要と認める書類 

 
 



様式第６号（第１１条関係） 
 

田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金実績報告書 
 

  年  月  日 
田原市長 殿 

 
                       所在地 
                                  補助事業者 法人名 
                       代表者名             
 
 田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金交付要綱第１１条の規定により次のとおり

報告します。 
 

 

補 助 年 度 

 

 

   年度 

 

補助金の名称 
田原市地域子ども・子育て支援事

業費等補助金 

補 助 事 業 実 施 期 間 
着手      年   月   日 
完了      年   月   日 

補 助 事 業 の 実 績 及 び 効 果  

補 助 金 の 交 付 決 定 額  

補 助 金 の 既 交 付 額  

補 助 金 の 精 算 額  

添 付 資 料 

１ 精算書 
２ 事業実績書 
３ 収支決算書 
４ その他市長が必要と認める書類 

 
 



様式第７号（第１２条関係） 
 

田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金確定通知書 
 

第     号 
年  月  日 

 
          様 

 
田原市長          
       

 
 
  年  月  日付けで実績報告のあった補助事業については、次のとおり補助金の額

を確定したので、田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金交付要綱第１２条の規定

により通知します。 
 

 

補 助 年 度 

 

 

   年度 

 

補助金の名称 
田原市地域子ども・子育て支援事

業費等補助金 

確 定 の 基 礎 と な っ た 事 業 費  

補 助 金 の 交 付 決 定 通 知 額  

補 助 金 の 交 付 確 定 額  

 
  



様式第８号（第１３条関係） 
 

田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金請求書 
 

  年  月  日 
 

田原市長 殿 
 
                     所在地 
               補助事業者 法人名 
                     代表者名               
   

田原市地域子ども・子育て支援事業費等補助金交付要綱第１３条の規定により次のとお

り補助金を請求します。 
 

補  助  金  確  定  額  

概 算 払 受 領 済 額  

差   引   請   求   額  

 


